
１　消費者行政の現状

消費者を取り巻く社会経済環境は、規制緩和の進展や経済社会のＩＴ化、国際化などを反映し大きく変化している。このような中、情報通信技術を活用した新しい商品・サービスの出現や取引方法の多様化により、消費者の選択肢が広がって消費生活が豊かになった反面、取引の方法や内容をめぐる新たな消費者トラブルが発生し、消費者問題は一層複雑多様化の様相を呈している。

平成23年度に県及び市町村が受け付けた消費者からの相談件数は53,704件であり、前年度の56,044件に比べ2,340件（4.2％）減少している。
このうち県消費生活センターで受け付けた相談件数は12,709件であり、前年度の13,124件から415件（3.2％）減少している。その主な原因は、「フリーローン･サラ金」に関する相談件数の顕著な減少にあると考えられる。すなわち、「フリーローン･サラ金」に関する平成23年度の相談件数は、前年度の1,587件から605件（38.1％）減少して982件となったが、その背景には、平成22年６月の改正貸金業法の完全施行に伴って総量規制等が導入された結果、多重債務者の債務整理が進むとともに、新たに多重債務者となる者が減少したことがあると考えられる。
相談内容別の件数では、１位が「デジタルコンテンツ」、２位が「フリーローン・サラ金」、３位が「不動産賃借」であり、この順位は前年度と同じである。
なお、相談者（契約当事者）の年代については、他の年代の相談件数が減少する中、40歳代、60歳代及び70歳代以上の相談件数が増加している。60歳代以上の年代で相談件数が増加したのは、「デジタルコンテンツ」及び高齢者を狙った投資に関する相談が増加したことが主な原因ではないかと考えられる。
２　消費者行政の課題

このような現状を踏まえ、住民が消費者トラブルに遭ったとき、身近な市町村の窓口で誰もが相談をすることができるように、県内市町村における相談窓口の整備拡充を推進するとともに、市町村と連携して県域全体で消費者相談の機能を強化する必要がある。
また、消費者トラブルは、社会人としての経験や消費者としての知識が不足しがちな若年者や、判断力の低下や身近な相談相手の不在により悪質商法に遭いやすい高齢者において多く発生しているため、特に若年者や高齢者に対する被害の防止策を講ずることが重要であり、あわせて、後を断たない悪質事業者に対する一層の指導･処分等の強化が必要となっている。

３　消費者行政の取組

福岡県消費生活条例は、その目的として「県民の消費生活における利益の擁護及び増進に関し、県及び事業者の果たすべき責務並びに消費者の果たすべき役割を明らかにするとともに、県の実施する施策について必要な事項を定めることにより、県民の消費生活の安定及び向上を図ること」を掲げるとともに、消費者施策の推進は、消費者の権利の確立及び消費者の自立を支援することを基本とすると定めている。
県ではこれを受けて、食の安全に関する問題、若年者や高齢者の消費者トラブル、不当・架空請求などの不法行為、多重債務問題への対応など様々な消費者行政の課題について関係機関と連携して取り組んでいる。

平成21年３月には福岡県消費者行政活性化基金を設置し、平成21年度以降はこれを活用して、県内市町村における消費生活センター等の相談窓口の整備拡充、消費生活相談に従事する相談員及び担当職員に対する研修、被害防止に向けた様々な啓発事業等を実施するとともに、悪質事業者に対する指導･処分の強化等を行っている。このほか、多重債務問題については、消費生活協同組合と協働して多重債務者生活再生事業を実施している。

平成24年度はこれらの取組に加え、市町村の相談体制を強化するため複数市町村による広域的な相談窓口の設置を一層推進するとともに、高齢者等の悪質商法被害を防止するためのテレビ広告等を実施することとしている。

